
証券コード 7709
2026年６月９日

株 主 各 位
大阪市北区中之島４丁目３番36号
玉江橋ビル内

ク ボ テ ッ ク 株 式 会 社
取締役社長 久 保 哲 夫

第41回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

さて、当社第41回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに電子提供措置事項を掲載しております。なお、株主の皆様への情報提

供を重視し、当面の間、書面交付の請求の有無にかかわらず、一律に従来どおりの株

主総会資料をお送りすることとしております。

当社ウェブサイト https://www.kubotek.com/irs

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東証ウェブサイト

（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront
/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、銘柄名（クボテック）又は証券コード（7709）

を入力し、「基本情報」、「縦覧書類/PR情報」を選択のうえ、ご確認くださいます

ようお願い申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面にて議決権を行使することができますので、

お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討くださいまして、

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2026年６月25日（木

曜日）午後５時45分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

1． 日 時 2026年６月26日（金曜日）午前10時

2. 場 所 大阪市中央区北浜一丁目８番16号

北浜フォーラムＡ・Ｂ・Ｃ室（大阪証券取引所ビル３階）

（会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際は、末尾の

「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、お間違えのないように

ご注意ください。）

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 第41期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人及び監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項

第１号議案 第41期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類承認

の件

第２号議案 取締役４名選任の件

4． 招集にあたっての決定事項

議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をさ

れたものとして取り扱わせていただきます。

以 上
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申し上げます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容
を掲載させていただきます。また、今後本総会の運営に大きな変更が生じる場合は
当社ウェブサイトにおいてお知らせいたします。

◎本総会ご出席の株主の皆様へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめ
ご了承いただきますようお願い申し上げます。

◎本総会の決議結果につきましては、書面による決議通知のご送付に代えて、本総会
終了後、当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
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事 業 報 告
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項

1. 事業の経過及びその成果

(1) 全般的状況

当連結会計年度における我が国経済は、企業業績の底堅さに支えられ一定の持

ち直しの動きがみられたものの、原材料価格の高止まりや国際情勢の不安定さが

増したことから、景気の下押し要因となりました。その結果、先行き不透明感は

一段と強まり、事業環境は総じて厳しい状況が続きました。フラットパネルディ

スプレイ（FPD）分野では、需要の回復は限定的で、顧客の設備投資意欲も低水準

のまま推移しました。市場全体の停滞感は解消されず、当社グループを取り巻く

事業環境は年度を通じて厳しい状態が続きました。

このような環境下、当社グループは開発及び営業活動に注力し、受注機会の確

保に努めてまいりましたが、業績改善に結びつく成果を十分に得ることはできま

せんでした。画像処理外観検査装置については、既存案件を中心に売上は一定水

準を維持したものの、新規装置の受注は低迷が続きました。その結果、当連結会

計年度末の受注残高は前連結会計年度末比96.6％減と大幅に減少し、来期の収益

確保に向け厳しい状況となりました。また、3Dソリューションシステム製品につ

いては、新規顧客の開拓を進めたものの、売上は前連結会計年度並みにとどまり、

事業の停滞感を払拭するには至りませんでした。

これらの結果、当連結会計年度の連結業績は、売上高2,102百万円（前連結会計

年度比26.5％増）、営業損失112百万円（前連結会計年度は営業損失125百万円）、

経常損失114百万円（前連結会計年度は経常損失126百万円）となり、特別損失に

減損損失36百万円を計上した結果、親会社株主に帰属する当期純損失は156百万円

（前連結会計年度は親会社株主に帰属する当期純損失200百万円）となりました。
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(2) 事業別状況

セグメント別の売上高及び生産高の内訳は以下のとおりであります。
（単位：百万円）

区 分 売 上 高 生 産 高

日 本 1,533 951

米 国 568 568

計 2,102 1,520

日本セグメントでは、主に中国向けの画像処理外観検査装置の売上が伸長し増

収となりましたが、経費の増加などから損益の改善は限定的でした。この結果、

売上高は1,533百万円（前連結会計年度比40.4％増）、セグメント損失は93百万円

（前連結会計年度はセグメント損失129百万円）となりました。

米国セグメントでは、3Dソリューションシステム製品の売上がほぼ横ばいとな

り、伸び悩みました。この結果、売上高は568百万円（前連結会計年度比0.3％

減）、セグメント損失は63百万円（前連結会計年度はセグメント損失56百万円）と

なりました。

2. 設備投資及び資金調達の状況

当連結会計年度における設備投資総額は51百万円であり、開発機器・備品等の購

入であります。

資金調達につきましては、特記すべき事項はありません。

3. 対処すべき課題

当社グループでは製品開発力、営業力の強化をより一層推し進め、高度化する顧

客ニーズに的確に対応した独自の製品群をマーケットに提供し、また、市場変動に

耐え得るコスト構造を構築し、収益の確保を図り、着実な事業展開を図る考えであ

ります。

当社グループといたしましては、次の課題に重点をおいて対処してまいります。

(1) 検査機システム事業の推進

高機能フィルム検査機システムの開発・製造

半導体検査機システムの開発・製造

マイクロLED検査機システムの開発・製造

― 4 ―

2026年05月25日 14時08分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



(2) 画像処理型検査エンジン事業の推進

画像処理型検査エンジンの開発・製造

(3) 創造エンジニアリング事業の推進

3Dフレームワークの開発・販売

(4) オーディオ事業の推進

ディジタル音楽信号処理システムの開発・製造

(5) エネルギー事業の推進

次世代フライホイールを用いた大出力発電装置の開発・製造

当社グループはこれからも、「情報」「制御」「通信」「機械」という物創りの根本

技術と人の創造力を有機的に結びつけた「サイバネティック・テクノロジー」を基

にして、顧客の問題を総合的に解決するシステムを提供し続けることにより、創造

エンジニアリングビジネスを展開してまいります。

4. 財産及び損益の状況の推移
（単位：千円）

第 38 期 第 39 期 第 40 期 第 41 期
(当連結会計年度)

2022.４/１～
2023.３/31

2023.４/１～
2024.３/31

2024.４/１～
2025.３/31

2025.４/１～
2026.３/31

売 上 高 1,217,776 1,306,352 1,662,057 2,102,020

経 常 損 失 （△） △179,604 △219,636 △126,569 △114,413

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △204,852 △273,172 △200,891 △156,063

１株当たり当期純損失（△） △14.88円 △19.84円 △14.59円 △11.34円

総 資 産 1,581,292 2,353,918 1,735,658 805,938

純 資 産 720,176 435,301 202,207 56,066

（注）１株当たり当期純損失（△）は期中平均株式数に基づき算出しております。
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5. 主要な事業内容

事業グループ 主 要 製 品 及 び 事 業 内 容
売 上 高 に
占める割合

検査機システム

検査対象物のセンシング機能とその解析機能を備えた
検査機システムの開発・製造・販売を行っておりま
す。
「製品の種類」
1. フラットパネルディスプレイ検査装置
2. ガラス基板検査装置
3. 高機能フィルム検査装置
4. 半導体検査装置

63.7％

創造エンジニアリング

情報と実物を結びつけて物創りを進めるのに欠かせな
いMeasuring、Machining、Modelingというそれぞれ互
いに連携した機能を、人を中心に統合し、総合的に支
援するシステムの開発・製造・販売を行っておりま
す。
「製品の種類」
1. Measuring ・３次元計測システム
2. Machining ・３次元加工システム
3. Modeling ・３次元形状モデリングシステム

33.1％

メディアネット

マルチメディア対応のネットワーク機器の開発・製
造・販売を行っております。
「製品の種類」
1. IPネットワーク監視システム

・道路監視システム
・河川監視システム

2. IP映像配信システム
・フルハイビジョン対応放送局用伝送システム
・４Ｋ対応放送局用伝送システム

3.2％
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6. 主要な営業所及び工場

(1) 当社

本 社 大阪市北区中之島

東 京 営 業 所 東京都千代田区神田和泉町

名古屋営業所 名古屋市中区栄

福 岡 営 業 所 福岡市博多区博多駅前

京 都 工 場 京都市南区東九条西明田町

(2) 子会社

Kubotek USA，Inc. 米国マサチューセッツ州

7. 従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

64名 ７名減 54.5歳 18.8年

8. 重要な親会社及び子会社の状況

(1) 親会社との関係

該当事項はありません。

(2) 重要な子会社の状況

名 称 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

Kubotek USA，Inc. 201千米ドル 100％
CAD・CAMソフトウエアの開発及び
販売

(3) 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。
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9. 主要な借入先の状況

2026年３月31日現在の借入金額は241百万円であり、借入先は次のとおりでありま

す。

借 入 先 借 入 残 高

株式会社りそな銀行 91,048千円

久保哲夫 90,000千円

株式会社ハープコーポレーション 60,000千円

10. その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社グループは、８期連続して営業損失を計上し、また２期連続して営業キャッ

シュ・フローがマイナスとなりました。特定の市場・顧客の設備投資及び顧客から

の受注動向によって業績の変動が避けられず、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような事象又は状況が当連結会計年度末に存在しております。

当社グループは、この状況を解消するため、日本セグメントの画像処理外観検査

装置及び米国セグメントの3Dソリューションシステム製品の販売拡大に取り組んで

まいります。また、組織改革を進め、既存事業の競争力維持と新規事業の創出を図

ることで収益基盤の強化を目指してまいります。

画像処理外観検査装置においては、新規市場の開拓や付加価値の高い案件の受注

獲得を進めるとともに、画像処理型検査エンジンなどの製品開発と営業展開を強化

し、顧客基盤の拡大に努めてまいります。

3Dソリューションシステム製品においては、自社開発のカーネルを採用したソフ

トウェア製品の販売拡大に加え、当社製カーネルを搭載することで顧客製品の性能

向上に寄与する3Dカーネルの販売を推進しております。

当社株式は、東京証券取引所が定める上場維持基準に適合せず、2026年10月１日

に上場廃止となります。詳細は当社ウェブサイトに記載のとおりであります。
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Ⅱ．会社の株式に関する事項

1. 発行可能株式総数 40,000,000株

2. 発行済株式の総数 13,830,000株（自己株式62,211株を含む。）

3. 株 主 数 3,549名

4. 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

久 保 哲 夫 2,478,300株 18.00％

久 保 美 津 子 1,400,000株 10.17％

久 保 元 1,400,000株 10.17％

久 保 宜 子 1,400,000株 10.17％

坂 本 典 子 1,400,000株 10.17％

園 田 朋 子 1,400,000株 10.17％

木 村 貞 敏 160,000株 1.16％

久 保 成 一 150,000株 1.09％

中 島 毅 111,400株 0.81％

ＪＰモルガン証券株式会社 91,700株 0.67％

（注）持株比率は、自己株式（62,211株）を控除して計算しております。
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Ⅲ．会社役員に関する事項

1. 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 社 長 久 保 哲 夫 代表取締役
㈱デザイン・クリエィション代表取締役
㈱ハープコーポレーション取締役

取 締 役 角 張 尚 道 開発担当

取 締 役 木 村 文 彦

常 勤 監 査 役 宮 嶋 佐知子

監 査 役 小 田 大 輔 森・濱田松本法律事務所
外国法共同事業パートナー
日東薬品工業JCK㈱社外取締役

監 査 役 松 井 年志子 さくら萌和有限責任監査法人社員

（注）1. 取締役木村文彦氏は、社外取締役であり、東京証券取引所が指定を義務付
ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。

2. 監査役宮嶋佐知子氏、小田大輔氏及び松井年志子氏は、社外監査役であり、
東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれの
ない独立役員であります。

3. 監査役宮嶋佐知子氏は、公認会計士の資格を有しており、また監査役松井
年志子氏は公認会計士、税理士の資格を有しており、両氏は財務及び会計
に関する相当程度の知見を有するものであります。監査役小田大輔氏は、
弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見を有するもので
あります。

4. 当期中の異動
2025年７月31日に柿下尚武氏は、辞任により取締役を退任しております。
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2. 取締役及び監査役の報酬等

(1) 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決

議しております。

① 基本方針

当社の取締役の報酬は、中長期的業績に連動するとともに、当社の企業価値

の最大化に向けた意欲をより高めることのできる、適切、公正かつバランスの

とれたものとし、固定報酬としての基本報酬のみで構成する。

② 個人別の報酬等の額の決定に関する方針

当社の取締役の基本報酬は固定報酬とし、株主総会決議に基づく役員報酬限

度額の範囲内で、当社の経営環境、業績推移等を考慮した水準にて、各取締役

の貢献度などを総合的に勘案して年額を決定し、12等分して毎月支給する。

(2) 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

1998年６月26日開催の第13回定時株主総会の決議により、役員報酬限度額は、

取締役分月額20,000千円以内、監査役分月額4,000千円以内と定めており、同株主

総会終結時点の対象者の員数は、取締役５名、監査役１名であります。

(3) 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

個人別の報酬額については、2021年１月29日開催の取締役会の決議により、そ

の具体的内容の決定について取締役会が代表取締役社長久保哲夫に委任しており

ます。その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額とし、代表取締役社長は各取

締役と協議して決定しております。

なお、代表取締役社長に委任した理由は、上記決定方針に関わる考慮要素であ

る当社グループの経営状況等を最も把握しており、総合的に役員の報酬額を決定

できると判断したためであり、取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって

適切に行使されているか、年度計画の中で上記によって決定された取締役の報酬

を審議、承認しております。以上の手続きを経ていることから、取締役会は、取

締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであり、相当であると判断し

ております。
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(4) 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の
総 額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬
業績連動
報 酬 等

非 金 銭
報 酬 等

取締役
(うち
社外取締役)

14,680
(3,600)

14,680
(3,600)

―
(―)

―
(―)

4
(1)

監査役
(うち
社外監査役)

8,126
(8,126)

8,126
(8,126)

―
(―)

―
(―)

3
(3)

（注）上記には、2025年７月31日をもって辞任により退任した取締役１名を含めてお
ります。

3. 社外役員等に関する事項

(1) 重要な兼職先と当社との関係

監査役小田大輔氏は、森・濱田松本法律事務所外国法共同事業のパートナー及

び日東薬品工業JCK株式会社の社外取締役であります。なお、当社と森・濱田松本

法律事務所外国法共同事業及び日東薬品工業JCK株式会社との間に記載すべき重要

な取引関係はありません。

監査役松井年志子氏は、さくら萌和有限責任監査法人の社員であります。なお、

当社とさくら萌和有限責任監査法人との間に記載すべき重要な取引関係はありま

せん。

(2) 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
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(3) 当該事業年度における主な活動状況

取締役会等への出席状況、発言状況及び社外取締役が果たすことが期待される

役割に関して行った職務の概要

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 木 村 文 彦
当事業年度開催の取締役会の全てに出席し、主
に学識経験者としての専門的見地から中長期的
な経営に関する助言を行っております。

監 査 役 宮 嶋 佐知子
当事業年度開催の取締役会及び監査役会の全て
に出席し、主に公認会計士としての専門的見地
及び経験からの発言を行っております。

監 査 役 小 田 大 輔

当事業年度に７回開催した取締役会のうち６回
及び８回開催した監査役会のうち７回に出席し、
主に弁護士としての専門的見地及び経験からの
発言を行っております。

監 査 役 松 井 年志子

当事業年度に７回開催した取締役会のうち６回
及び８回開催した監査役会のうち７回に出席し、
主に公認会計士としての専門的見地及び経験か
らの発言を行っております。

(4) 責任限定契約の内容の概要

当社は社外取締役及び社外監査役全員と会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基

づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。
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Ⅳ．会計監査人の状況

当社の会計監査人は、2025年６月27日開催の第40回定時株主総会において監査法

人ハイビスカスが選任され、当事業年度（第41期）の会計監査は同監査法人が実施

いたしました。なお、第40回定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任し

た新月有限責任監査法人は、前事業年度（第40期）に係る会計監査のみ実施いたし

ました。

1. 会計監査人の名称

監査法人ハイビスカス

2. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

(1) 当事業年度に係る会計監査人としての報酬

19,800千円

(2) 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

19,800千円

（注）1. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実
務指針」を踏まえ、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した
結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行ってお
ります。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商
品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、(1)の金
額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しておりま
す。

3. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められ、かつ改善の見込みがないと判断した場合は、監査役全員の同意に基づき、

会計監査人を解任いたします。この場合、解任後最初に招集される株主総会におい

て、監査役会が選定した監査役は会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた

します。

また、監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する

議案の内容を決定いたします。
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Ⅴ．業務の適正を確保するための体制

当社は、持続的な企業価値の創造を実現する経営の推進を目的とし、適法かつ効

率的な、また健全で透明性の高い経営が実現できるよう、経営体制、経営組織及び

経営システムを整備することを重要な課題として、以下の施策を実施いたします。

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

企業理念、企業行動の規範に基づき誠実に行動することを定め、必要に応じ外

部の専門家を起用し、法令及び定款に違反する行為を未然に防止するよう努め

ます。取締役が他の取締役の法令定款違反行為を発見した場合は、直ちに監査

役及び取締役会に報告するなどガバナンス体制を強化するよう努めます。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報の取扱は、当社の社内規程及びそれに関する細則

等に従い適切に保存及び管理（廃棄を含む）の運用を実施し、必要に応じて運

用状況の検証、各規程等の見直し等を行います。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、企業活動に関連する

リスクを把握し、同規程に従ったリスク管理体制を構築いたします。

② 不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、迅

速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を整えます。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎と

して、取締役会を定時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催するものと

し、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項について、審議決定を行

います。

② 取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程、職

務権限規程、稟議規程において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続

の詳細について定めます。
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(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

① コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス規程及び企業行動基

準（ガイドライン）を定め、内部統制システムの構築・維持・向上を推進し、

コンプライアンス体制の整備及び維持を図ります。

② 執行部門から独立した内部監査室を置き、各業務部門の業務プロセス等を監

査し、不正の発見・防止とプロセスの改善に努めます。

(6) 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

① 当社グループにおける業務の適正を確保するため、当社が定めるリスク管理

規程・コンプライアンス規程の精神、理念を当社グループ全てに浸透させ、

情報交換、連携体制を確立いたします。

また、経営に関わる重要事項について、当社への決裁・報告制度による当社

グループの管理を行うものとし、必要に応じてモニタリングを行います。

取締役は、当社グループにおいて、法令違反その他コンプライアンス規程の

内容に関する重要な事項を発見した場合には、監査役に報告いたします。

② 当社グループが当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他、

コンプライアンス規程の内容上問題があると認めた場合には、監査役に報告

いたします。

(7) 監査役がその職務の補助をすべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する体制、同使用人の取締役からの独立性に関する事項、同使用人

に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査役が職務を補助すべき使用人を必要とする場合には、監査役の職務を補助

すべき使用人として、当社の使用人から監査役補助者を任命することとしてお

ります。監査役補助者の評価、任命、解任、人事異動、賃金等の改定について

は監査役会の意見を尊重し、決定することとし、取締役からの独立性を図りま

す。

また、監査役補助者を兼任する使用人は監査役の職務の補助を優先して従事す

るものとし、監査役の指示の実効性を確保します。
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(8) 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の

監査役への報告に関する体制、報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制

当社グループの取締役及び使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査

役の要請に応じて必要な情報提供を行います。

また、当社グループにおける重大な法令違反その他コンプライアンス規程に関

する重要な事実を発見した場合、直ちに監査役に報告します。当社グループは、

当該報告をしたことを理由に取締役及び使用人に対し不利益な取扱いを行わな

いこととしております。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は内部監査室の実施する内部監査の実施状況について必要があると認め

るときは、適宜報告を受け、その修正、追加監査の実施、業務改善策の策定等

を求めることができるものといたします。

監査の実施にあたり、監査役が必要と認めた場合、弁護士、公認会計士等の外

部専門家との連携体制を確保いたします。

企業理念、企業行動の規範に基づき誠実に行動することを定め、必要に応じ外

部の専門家を起用し、法令及び定款に違反する行為を未然に防止することに努

めます。取締役が他の取締役の法令定款違反行為を発見した場合は、直ちに監

査役及び取締役会に報告するなどガバナンス体制を強化するよう努めます。

取締役の職務執行に係る情報の取扱は、当社の社内規程及びそれに関する細則

等に従い適切に保存及び管理（廃棄を含む）の運用を実施し、必要に応じて運

用状況の検証、各規程等の見直し等を行います。

監査役がその職務の執行について、費用の前払い等の請求をしたときは、請求

にかかる費用又は債務が当該監査役の職務の執行上に必要と認められる場合、

これを速やかに処理いたします。

(10)反社会的勢力排除に向けた体制の整備

当社グループは、反社会的勢力排除に向け、市民団体の秩序や安全に脅威を与

える勢力・団体には法令に基づき毅然として対処することとしております。そ

の旨を「コンプライアンス規程」、「企業行動基準（ガイドライン）」において定

め、反社会的勢力と一切の関係を遮断するとともに、これらの活動を助長する

ような行為は一切行わないこととしております。

また、平素より関係行政機関などからの情報収集に努め、事案の発生時には速

やかに担当部署へ報告・相談し、関係行政機関や法律専門家と緊密に連携して

適切に対処する体制を構築しています。
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Ⅵ．業務の適正を確保するための体制の運用状況

内部統制システムの整備及び運用状況について継続的に調査を実施しており、取

締役会にその内容を報告しております。また、調査の結果判明した問題点につきま

しては、是正措置を行い、より適切な内部統制システムの構築・運用に努めており

ます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工具、器具及び備品

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

破 産 更 生 債 権 等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

579,066

169,976

2,402

345,508

13,534

32,041

7,380

21,260

△13,037

226,872

6

6

0

207,924

207,924

0

18,940

368

154

18,572

△154

流 動 負 債 657,497

支払手形及び買掛金 9,047

短 期 借 入 金 150,000

１年内返済予定の長期借入金 24,648

未 払 費 用 57,092

未 払 法 人 税 等 12,509

契 約 負 債 319,287

そ の 他 84,912

固 定 負 債 92,374

長 期 借 入 金 66,400

契 約 負 債 12,038

退職給付に係る負債 10,386

リ ー ス 債 務 787

そ の 他 2,762

負 債 合 計 749,871

純 資 産 の 部

株 主 資 本 119,212

資 本 金 1,951,750

利 益 剰 余 金 △1,750,810

自 己 株 式 △81,727

その他の包括利益累計額 △63,145

為替換算調整勘定 △63,145

純 資 産 合 計 56,066

資 産 合 計 805,938 負債・純資産合計 805,938

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,102,020

売 上 原 価 1,420,341

売 上 総 利 益 681,679

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 793,744

営 業 損 失 112,065

営 業 外 収 益

受 取 利 息 902

貯 蔵 品 売 却 益 18

ポ イ ン ト 還 元 収 入 352

そ の 他 64 1,338

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,543

支 払 保 証 料 630

為 替 差 損 1,510

そ の 他 2 3,686

経 常 損 失 114,413

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 149 149

特 別 損 失

減 損 損 失 36,098 36,098

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 150,362

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,700 5,700

当 期 純 損 失 156,063

親会社株主に帰属する当期純損失 156,063

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,951,750 △1,594,747 △81,727 275,275

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 損 失

△156,063 △156,063

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － △156,063 － △156,063

当 期 末 残 高 1,951,750 △1,750,810 △81,727 119,212

その他の包括利益累計額

純資産合計
為替換算調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 △73,068 △73,068 202,207

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 損 失

△156,063

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

9,922 9,922 9,922

当 期 変 動 額 合 計 9,922 9,922 △146,140

当 期 末 残 高 △63,145 △63,145 56,066

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

（継続企業の前提に関する注記）

当社グループは、８期連続して営業損失を計上し、また２期連続して営業キャ
ッシュ・フローがマイナスとなりました。特定の市場・顧客の設備投資及び顧客
からの受注動向によって業績の変動が避けられず、継続企業の前提に重要な疑義
を生じさせるような事象又は状況が当連結会計年度末に存在しております。
当社グループは、この状況を解消するため、日本セグメントの画像処理外観検

査装置及び米国セグメントの3Dソリューションシステム製品の販売拡大に取り組
んでまいります。また、組織改革を進め、既存事業の競争力維持と新規事業の創
出を図ることで収益基盤の強化を目指してまいります。
画像処理外観検査装置においては、新規市場の開拓や付加価値の高い案件の受

注獲得を進めるとともに、画像処理型検査エンジンなどの製品開発と営業展開を
強化し、顧客基盤の拡大に努めてまいります。
3Dソリューションシステム製品においては、自社開発のカーネルを採用したソ

フトウェア製品の販売拡大に加え、当社製カーネルを搭載することで顧客製品の
性能向上に寄与する3Dカーネルの販売を推進しております。
しかしながら、当社グループの収益力の早期改善には依然として困難が伴って

おります。特に、画像処理外観検査装置における新規装置の受注は深刻な水準ま
で落ち込み、当連結会計年度末の受注残高は大幅に減少いたしました。また、3D
ソリューションシステム製品においても需要の停滞が続き、事業運営には不確実
性が生じております。
その結果、来期以降の資金確保の見通しは依然として不透明であり、現時点で

具体的な資金計画の策定には至っておりません。今後の資金調達の状況によって
は、当社の資金繰りに重大な影響を及ぼす可能性があることから、継続企業とし
ての前提に重要な不確実性が認められます。
なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提

に関する重要な不確実性の影響を連結計算書類に反映しておりません。
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（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 １社
連結子会社の名称
Kubotek USA, Inc.

(2) 主要な非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
Kubotek USA, Inc.の決算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成に
当たっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた
重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② 棚卸資産
商品及び製品、
原材料及び貯蔵品

……主として総平均法による原価法（収益性の低下による
簿価切下げの方法）

仕 掛 品……個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ
の方法）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降取得し
た建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 15～38年
工具、器具及び備品 ４～６年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエア
市場販売目的のパッケージソフトウエア制作費については、見込販売数
量に基づく償却額と見込販売可能期間（３年以内）に基づく定額償却額
のいずれか大きい額により償却しております。
自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主に３
年）に基づく定額法により償却しております。

③ リース資産
リース期間を耐用年数とし残存価額をゼロとする定額法を採用しておりま
す。

(3) 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上する方法によっております。

(4) 収益及び費用の計上基準
① 製品の販売

当社及び連結子会社は、画像処理外観検査装置、3Dソリューションシステ
ム及びメディアネット機器に関する事業について、それぞれ画像処理型の
外観検査装置等、CAD/CAMソフト等、映像伝送装置等の開発、製造及び販売
を行っており、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負
っております。これら製品の販売は、以下の時点で当該履行義務を充足す
ると判断し収益を認識しております。
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据付等の作業を伴う製品は当該作業が終了した時点、輸出販売は主にイン
コタームズ等で定められた貿易条件に基づき危険負担が顧客に移転した時
点で収益を認識しております。その他製品の国内販売については、出荷時
から支配移転時までの間が通常の期間であることから、「収益認識に関する
会計基準の適用指針」第98項の代替的な取扱いを適用し、出荷時点で収益
を認識しております。
また、連結子会社は製品が検収された時点で収益を認識しております。

② 保守サービス等
当社及び連結子会社は、主に3Dソリューションシステムに関する事業につ
いて、CAD/CAMソフト等の製品に関連した保守契約等を締結しております。
当該保守契約等による履行義務は、日常的又は反復的な保守サービス等を
提供するものであり、一定期間にわたり履行義務が充足されるため、保守
サービス等を提供する期間にわたり収益を認識しております。

③ ライセンス等の供与
当社及び連結子会社は、主に3Dソリューションシステムに関する事業につ
いて、第三者に製品の製造や販売、技術の使用等を認めたライセンス等の
供与によりランニングロイヤリティ収入を得ております。当該ロイヤリテ
ィは、契約相手先の売上等を基礎に測定し、その発生時点を考慮して収益
を認識しております。

いずれも、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常１年以
内であるため、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の
調整は行っておりません。

(5) その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務については、連結決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処理しております。
なお、在外連結子会社の資産及び負債、収益及び費用は、在外連結子会社
の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額については、純資
産の部における為替換算調整勘定に含めております。

② 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま
す。
なお、連結子会社は、確定拠出型の制度を採用しております。
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（表示方法の変更）

（連結貸借対照表関係）
前連結会計年度において、「流動負債」の「その他」に含めておりました「未払

費用」は、金額的重要性が高まったため、当連結会計年度においては区分掲記し
ております。

（会計上の見積りに関する注記）

貸倒引当金
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

13,192千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法

当社グループの貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を見積って計上しております。

② 主要な仮定
個別に回収不能見込額を見積るにあたっては、債権を有する相手先の過去
の回収実績や支払能力等を総合的に判断しております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
回収不能見込額の見積りには経営者が管理不能な不確実性が含まれており、
予測不能な前提条件の変化等により債権の評価が変動する可能性があり、
この場合、翌連結会計年度の連結計算書類において貸倒引当金を増額又は
減額する可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保に提供している資産及び担保に係る債務
担保資産
定期預金56,150千円を海外取引履行保証の担保に供しております。

２．有形固定資産の減価償却累計額 472,224千円
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（連結損益計算書に関する注記）

減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失

を計上しました。

場 所 用 途 種 類 減損損失(千円)

日本 事業用資産 工具、器具及び備品 29,830

米国 事業用資産 工具、器具及び備品 6,267

当社グループは、所在地を基準として、資産のグルーピングを行っております。
日本及び米国の事業用資産につきましては、事業環境の悪化に伴い、当初想定さ

れた収益が見込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

減損損失の内訳は、日本は「工具、器具及び備品」29,830千円、米国は「工具、
器具及び備品」6,267千円であります。
なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており主に

備忘価額で評価しております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数 普通株式 13,830,000株

２．剰余金の配当に関する事項
当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については一時的な余資を流動性の高い銀行預金

等に限定し、また、資金調達については主に銀行借入による方針であります。

デリバティブ取引は原則として行わない方針であります。
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(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。グローバルに事業を展開しておりますが、一部を除いて円貨建て決

済とすることにより、外貨建ての営業債権の発生を抑え、為替の変動リスク

を抑制しております。営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年

以内の支払期日であります。借入金は、主に営業取引にかかる資金調達であ

り、変動金利による借入は金利の変動リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、販売管理規程並びに与信管理細則に基づき、営業債権について、
取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、定期的に主要な顧客に
かかる情報収集を行って、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握
に努め、リスクの軽減を図っております。また、連結子会社についても管
理規程に基づき、同様の管理を行っております。
当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒され
る金融資産の貸借対照表価額により表わされています。

② 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリス
ク)の管理
当社は、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・更
新するとともに、適切な手元流動性を確保することなどにより、流動性リ
スクを管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含め
ておりません（（注１）を参照ください。）。また、「現金及び預金」「電子記録債
権」「売掛金」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」は、現金であること、及び
短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略して
おります。

(単位：千円)

連結貸借対照表
計 上 額 (*)

時 価 (*) 差 額

長期借入金 （91,048） （85,882） △5,165

負債計 （91,048） （85,882） △5,165
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（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(注１) 市場価格のない株式等
(単位：千円)

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 368

これらについては、上表には含めておりません。

(注２) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

(単位：千円)

１年以内
１ 年 超
５年以内

５ 年 超
10年以内

10 年 超

預金 169,123 ― ― ―

電子記録債権 2,402 ― ― ―

売掛金 345,508 ― ― ―

合計 517,033 ― ― ―

(注３) 借入金の連結決算日後の返済予定額

(単位：千円)

１年以内
１ 年 超
２年以内

２ 年 超
３年以内

３ 年 超
４年以内

４ 年 超
５年以内

５ 年 超

短期借入金 150,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 24,648 21,358 17,988 17,988 9,066 ―

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応
じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場

において形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負
債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１の
インプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定
した時価
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レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定し
た時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ
れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順
位が最も低いレベルに時価を分類しております。

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時 価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

長期借入金 ― 85,882 ― 85,882

負債計 ― 85,882 ― 85,882

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
長期借入金
固定金利によるものは元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを
加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、変動金利によるもの
は、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していると考えられるこ
とから、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。

（収益認識に関する注記）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

財又はサービスの種類別の内訳

(単位：千円)

報 告 セ グ メ ン ト
合 計

日 本 米 国

画像処理外観検査装置 1,339,065 ― 1,339,065

3Dソリューションシステム 128,345 568,276 696,621

メディアネット機器 66,333 ― 66,333

顧客との契約から生じる収益 1,533,744 568,276 2,102,020

外部顧客への売上高 1,533,744 568,276 2,102,020
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２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類作成のための基本と
なる重要な事項に関する注記等）４．会計方針に関する事項 (4)収益及び費用
の計上基準」に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フロ
ーとの関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結
会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 契約負債の残高等
(単位：千円)

当 連 結 会 計 年 度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 278,058

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 347,910

契約負債（期首残高） 1,097,693

契約負債（期末残高） 331,325

契約負債は、主に画像処理外観検査装置に関する事業において、顧客から受
け取った前受金及び、3Dソリューションシステムに関する事業において、サ
ービスを提供する期間にわたり収益を認識するCAD/CAMソフト等の製品に関連
した保守契約等について、支払条件に基づき顧客から受け取ったサービス提
供期間分の前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い
取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含ま
れていた額は、1,058,685千円であります。また、契約負債が766,367千円減
少した理由は、主として画像処理外観検査装置の販売に係る前受金の収益へ
の振替に伴う減少によるものであります。
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(2) 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたっ
て実務上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約につ
いて注記の対象に含めておりません。当該履行義務は、主に3Dソリューショ
ンシステムに関する事業における保守サービスのうち、当初に予想される契
約期間が１年超の契約に関するものであり、残存履行義務に配分した取引価
格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

(単位：千円)

当 連 結 会 計 年 度

１年以内 10,689

１年超２年以内 7,153

２年超３年以内 4,047

３年超 130

合計 22,020

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 ４円07銭

１株当たり当期純損失 11円34銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 564,707 流 動 負 債

買 掛 金

株主、役員又は従業員からの短期借入金

１年内返済予定の長期借入金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

契 約 負 債

預 り 金

前 受 収 益

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

関係会社事業損失引当金

そ の 他

330,509

2,541

150,000

24,648

38,257

12,059

12,509

32,614

55,851

1,710

317

346,565

66,400

10,386

267,015

2,762

現 金 及 び 預 金 176,733

電 子 記 録 債 権 2,402

売 掛 金 1,086,121

商 品 及 び 製 品 418

仕 掛 品 32,041

原材料及び貯蔵品 7,380

前 渡 金 506

前 払 費 用 76,293

関係会社短期貸付金 15,993

そ の 他 9,481

貸 倒 引 当 金 △842,664

固 定 資 産 231,044

有 形 固 定 資 産 0

そ の 他 0

無 形 固 定 資 産 214,227

ソ フ ト ウ エ ア 214,227

そ の 他 0 負 債 合 計 677,074
投資その他の資産 16,816 純 資 産 の 部
投 資 有 価 証 券 368 株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

自 己 株 式

118,676

1,951,750

△1,751,346

△1,751,346

△1,751,346

△81,727

関 係 会 社 株 式 0

関係会社長期貸付金 251,889

破 産 更 生 債 権 154

長 期 前 払 費 用 5,101

差 入 保 証 金 11,274

そ の 他 71

貸 倒 引 当 金 △252,044 純 資 産 合 計 118,676

資 産 合 計 795,751 負債・純資産合計 795,751

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,803,930

売 上 原 価 1,410,038

売 上 総 利 益 393,891

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 487,755

営 業 損 失 93,863

営 業 外 収 益

受 取 利 息 891

そ の 他 123 1,014

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,477

支 払 保 証 料 630

関係会社事業損失引当金繰入額 47,001

為 替 差 損 1,510

そ の 他 1 50,622

経 常 損 失 143,471

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 149 149

特 別 損 失

減 損 損 失 29,830 29,830

税 引 前 当 期 純 損 失 173,153

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,426

当 期 純 損 失 178,579

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 1,951,750 △1,572,766 △1,572,766 △81,727 297,256

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 △178,579 △178,579 △178,579

当期変動額合計 － △178,579 △178,579 － △178,579

当 期 末 残 高 1,951,750 △1,751,346 △1,751,346 △81,727 118,676

純資産合計

当 期 首 残 高 297,256

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 △178,579

当期変動額合計 △178,579

当 期 末 残 高 118,676

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（継続企業の前提に関する注記）

当社は、６期連続して営業損失を計上しました。特定の市場・顧客の設備投資
及び顧客からの受注動向によって業績の変動が避けられず、継続企業の前提に重
要な疑義を生じさせるような事象又は状況が当事業年度末に存在しております。
当社グループは、この状況を解消するため、日本セグメントの画像処理外観検

査装置及び米国セグメントの3Dソリューションシステム製品の販売拡大に取り組
んでまいります。また、組織改革を進め、既存事業の競争力維持と新規事業の創
出を図ることで収益基盤の強化を目指してまいります。
画像処理外観検査装置においては、新規市場の開拓や付加価値の高い案件の受

注獲得を進めるとともに、画像処理型検査エンジンなどの製品開発と営業展開を
強化し、顧客基盤の拡大に努めてまいります。
3Dソリューションシステム製品においては、自社開発のカーネルを採用したソ

フトウェア製品の販売拡大に加え、当社製カーネルを搭載することで顧客製品の
性能向上に寄与する3Dカーネルの販売を推進しております。
しかしながら、当社グループの収益力の早期改善には依然として困難が伴って

おります。特に、画像処理外観検査装置における新規装置の受注は深刻な水準ま
で落ち込み、当連結会計年度末の受注残高は大幅に減少いたしました。また、3D
ソリューションシステム製品においても需要の停滞が続き、事業運営には不確実
性が生じております。
その結果、来期以降の資金確保の見通しは依然として不透明であり、現時点で

具体的な資金計画の策定には至っておりません。今後の資金調達の状況によって
は、当社の資金繰りに重大な影響を及ぼす可能性があることから、継続企業とし
ての前提に重要な不確実性が認められます。
なお、計算書類及びその附属明細書は継続企業を前提として作成されており、

継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を計算書類及びその附属明細書に
反映しておりません。
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）

・市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
① 商品及び製品、

原材料及び貯蔵品
……総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）
② 仕 掛 品……個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）
２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建
物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 15～38年
工具、器具及び備品 ４～６年

(2) 無形固定資産
ソフトウエア
市場販売目的のパッケージソフトウエア制作費については、見込販売数量
に基づく償却額と見込販売可能期間（３年以内）に基づく定額償却額のい
ずれか大きい額により償却しております。
自社利用ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（主に３年）
に基づく定額法により償却しております。
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３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込
額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上して
おります。なお、退職給付債務は簡便法に基づき計算しております。

(3) 関係会社事業損失引当金
関係会社への今後の支援に伴う損失に備えるため、対象会社の財政状態及び
経営成績を勘案して必要な額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
(1) 製品の販売

当社は、画像処理外観検査装置、3Dソリューションシステム及びメディアネ
ット機器に関する事業について、それぞれ画像処理型の外観検査装置等、
CAD/CAMソフト等、映像伝送装置等の開発、製造及び販売を行っており、顧客
との販売契約に基づいて製品を引き渡す履行義務を負っております。これら
製品の販売は、以下の時点で当該履行義務を充足すると判断し収益を認識し
ております。
据付等の作業を伴う製品は当該作業が終了した時点、輸出販売は主にインコ
タームズ等で定められた貿易条件に基づき危険負担が顧客に移転した時点で
収益を認識しております。その他製品の国内販売については、出荷時から支
配移転時までの間が通常の期間であることから、「収益認識に関する会計基準
の適用指針」第98項の代替的な取扱いを適用し、出荷時点で収益を認識して
おります。

(2) 保守サービス等
当社は、主に3Dソリューションシステムに関する事業について、CAD/CAMソフ
ト等の製品に関連した保守契約等を締結しております。当該保守契約等によ
る履行義務は、日常的又は反復的な保守サービス等を提供するものであり、
一定期間にわたり履行義務が充足されるため、保守サービス等を提供する期
間にわたり収益を認識しております。
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(3) ライセンス等の供与
当社は、主に3Dソリューションシステムに関する事業について、第三者に製
品の製造や販売、技術の使用等を認めたライセンス等の供与によりランニン
グロイヤリティ収入を得ております。当該ロイヤリティは、契約相手先の売
上等を基礎に測定し、その発生時点を考慮して収益を認識しております。

いずれも、履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常１年以内
であるため、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整
は行っておりません。

（会計上の見積りに関する注記）
１．貸倒引当金
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

1,094,708千円
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法

当社の貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を見積って計上しております。

② 主要な仮定
個別に回収不能見込額を見積るにあたっては、債権を有する相手先の過去
の回収実績や支払能力等を総合的に判断しております。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
回収不能見込額の見積りには経営者が管理不能な不確実性が含まれており、
予測不能な前提条件の変化等により債権の評価が変動する可能性があり、
この場合、翌事業年度の計算書類において貸倒引当金を増額又は減額する
可能性があります。

２．関係会社事業損失引当金
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

267,015千円
(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法

当社の関係会社事業損失引当金は、関係会社への今後の支援に伴う損失に
備えるため、対象会社の財政状態及び経営成績を勘案して必要な額を計上
しております。
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② 主要な仮定
関係会社への今後の支援に伴う損失を見積るにあたっては、当事業年度末
時点の関係会社の財政状態及び経営成績に加えて、当事業年度末以後の一
定期間の関係会社の業績予測を反映して必要な額を見積もっております。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
当事業年度末以後の関係会社の業績は、将来の不確実な経済条件の変動等
により変動する可能性があり、この場合、翌事業年度の計算書類において
関係会社事業損失引当金を増額又は減額する可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）

１．関係会社に対する金銭債権・債務
短期金銭債権 837,074千円
長期金銭債権 251,889千円
短期金銭債務 3,322千円

２．担保に提供している資産及び担保に係る債務
担保資産
定期預金56,150千円を海外取引履行保証の担保に供しております。

３．有形固定資産の減価償却累計額 466,804千円

４．取締役に対する金銭債権・債務
金銭債権 4,503千円
金銭債務 152,762千円

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高
売上高 270,185千円
営業費用 64,791千円
ソフトウエアの取得 207,283千円

２．減損損失
当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しま

した。

場 所 用 途 種 類 減損損失(千円)

京都工場他 事業用資産 工具、器具及び備品 29,830
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当社は、製造拠点の京都工場を中心として各事業が相互に関連し事業を行って
いるため、全社一体として資産のグルーピングを行っております。
事業用資産につきましては、事業環境の悪化に伴い、当初想定された収益が見

込めなくなったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減
損損失として特別損失に計上しております。
減損損失の内訳は、「工具、器具及び備品」29,830千円であります。
なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、

主に備忘価額で評価しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末日における自己株式の種類及び数 普通株式 62,211株

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産 千円
棚卸資産評価損 168,316

貸倒引当金 344,833
退職給付引当金 3,271
減価償却費 63,200
関係会社株式評価損 6,716
減損損失 30,886
繰越欠損金 138,923
未収利息 75,319
関係会社事業損失引当金 84,110
その他 21,651
小計 937,229
評価性引当額 △937,229

繰延税金資産合計 ―
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．子会社及び関連会社等

種 類
会 社 等 の
名 称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子会社
Kubotek
USA,Inc.

所有
直接 100％

資金の貸付
ソフトウエアの
開発業務の委託
役員の兼任

ロイヤリティ収
入

270,185 売掛金 813,404

資金の回収 ―

短期貸付金 15,993

長期貸付金 251,889

ソフトウエアの
開発委託

207,283

前払費用 66,786
研究開発費の支
払

51,820

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
(1) 市場価格や市場金利を勘案し、決定しております。
(2) Kubotek USA, Inc.への貸倒懸念債権等に対し、1,085,641千円の貸倒引当金を計上し、当

事業年度において33,713千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。また267,015千円
の関係会社事業損失引当金を計上し、当事業年度において47,001千円の関係会社事業損失
引当金繰入額を計上しております。

２．役員及び個人主要株主

種 類
会 社 等 の
名 称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

役員及び近
親者が議決
権の過半数
を所有して
いる会社等

㈱デザイン・ク
リエィション

なし
(注)２

当社ソフトウエ
アの販売
役員の兼任

ソフトウエアの
販売

2,787 売掛金 4,503

ソフトウエアの
保守

35,388 契約負債 18,466

役員及び主
要株主

久保哲夫
(被所有)
直接 18％

当社取締役社長
資金の借入

(注)３
90,000

株主、役員
又は従業員
からの短期
借入金

90,000

役員及び近
親者が議決
権の過半数
を所有して
いる会社等

㈱ハープコーポ
レーション

なし
(注)４

役員の兼任

資金の借入 60,000

株主、役員
又は従業員
からの短期
借入金

60,000

利息の支払
(注)５

73 未払費用 58
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（注）1. 取引条件及び取引条件の決定方針等
市場価格を勘案し、決定しております。

2. 当社取締役社長久保哲夫が議決権の100％を所有しており代表取締役を兼任しております。
3. 資金の借入については無利息であります。
4. 当社取締役社長久保哲夫がその近親者と議決権の100％を所有しており取締役を兼任してお

ります。
5. 借入金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

（収益認識に関する注記）

収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針に係る事項に関する
注記）４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 ８円62銭
１株当たり当期純損失 12円97銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月22日

クボテック株式会社

取締役会 御中

監査法人ハイビスカス

北海道札幌市

指定社員
業務執行社員 公認会計士 堀 俊 介

指定社員
業務執行社員 公認会計士 堀 口 佳 孝

意見不表明

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、クボテック株式会社の2025年４月１日か

ら2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、「意見不表明の根拠」に記載した事項の連結計算書類に及ぼす可能性のある影響

の重要性に鑑み、連結計算書類に対する意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する

ことができなかったため、監査意見を表明しない。

意見不表明の根拠

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、８期連続して営業損失を計上

し、また、２期連続して営業キャッシュ・フローがマイナスとなった。特定の市場・顧客の設備投

資及び顧客からの受注動向によって業績の変動が避けられず、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような事象又は状況が存在しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る。当該状況に対する対応策は当該注記に記載されているが、当連結会計年度末における主力事業

の受注残高は大幅に減少しており、現時点において来期以降の資金調達の目途が立っておらず、具

体的な資金計画が提示されなかった。

したがって、当監査法人は経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することの適切性

に関する十分かつ適切な監査証拠を入手することができなかった。
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その他の事項

会社の2025年３月31日をもって終了した前連結会計年度の連結計算書類は、前任監査人によって

監査されている。前任監査人は、当該連結計算書類に対して2025年５月23日付けで無限定適正意見

を表明している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を実施

し、監査報告書において意見を表明することにある。しかしながら、本報告書の「意見不表明の根

拠」に記載されているとおり、当監査法人は連結計算書類に対する意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手することができなかった。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する

規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び

連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月22日

クボテック株式会社

取締役会 御中

監査法人ハイビスカス

北海道札幌市

指定社員
業務執行社員 公認会計士 堀 俊 介

指定社員
業務執行社員 公認会計士 堀 口 佳 孝

意見不表明

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、クボテック株式会社の2025年４月

１日から2026年３月31日までの第41期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につ

いて監査を行った。

当監査法人は、「意見不表明の根拠」に記載した事項の計算書類等に及ぼす可能性のある影響の

重要性に鑑み、計算書類等に対する意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手すること

ができなかったため、監査意見を表明しない。

意見不表明の根拠

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、６期連続して営業損失を計上し

た。特定の市場・顧客の設備投資及び顧客からの受注動向によって業績の変動が避けられず、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められる。当該状況に対する対応策は当該注記に記載されているが、当事業

年度末における主力事業の受注残高は大幅に減少しており、現時点において来期以降の資金調達の

目途が立っておらず、具体的な資金計画が提示されなかった。

したがって、当監査法人は経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することの適切性に

関する十分かつ適切な監査証拠を入手することができなかった。
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その他の事項

会社の2025年３月31日をもって終了した前事業年度の計算書類等は、前任監査人によって監査さ

れている。前任監査人は、当該計算書類等に対して2025年５月23日付けで無限定適正意見を表明し

ている。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計

算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基

づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を実施

し、監査報告書において意見を表明することにある。しかしながら、本報告書の「意見不表明の根

拠」に記載されているとおり、当監査法人は計算書類等に対する意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手することができなかった。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独

立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第41期事業年度における取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以

下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の

整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業

所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取

締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を

受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために

必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取

締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい

て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に

応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」 (企業会計

審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書

類 (連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検

討いたしました。

2. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 監査役会は、事業報告及びその附属明細書が、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく

示しているかを検討いたしました。会社には、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる事

象又は状況が存在しているところ、監査役会は、これに関する来期以降の資金調達に関して

具体的な資金計画を入手できませんでした。このため、監査役会として、事業報告及びその

附属明細書が法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているかについて、監査意見を

表明するために必要な監査証拠を入手できませんでした。よって、監査役会は、事業報告及

びその附属明細書について、意見を表明しません。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき

事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人監査法人ハイビスカスの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人監査法人ハイビスカスの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月25日

クボテック株式会社 監査役会

常勤社外監査役 宮 嶋 佐知子 ㊞

社外監査役 小 田 大 輔 ㊞

社外監査役 松 井 年志子 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 第41期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類承認の件

会社法第438条第2項の規定に基づき、第41期計算書類のご承認をお願いするも

のであります。

本議案の内容につきましては、添付書類（22頁から24頁まで）及び当社ウェブ

サイト並びに東証ウェブサイトに掲載しております個別注記表に記載のとおりで

あります。

なお、当社取締役会は、第41期計算書類が法令及び定款に従い会社財産及び損

益の状況を正しく示しているものと判断しております。

第２号議案 取締役４名選任の件

取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取

締役４名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

１

※ 1985年７月 当社入社

31,589株

まえ だ ただ かず

前 田 忠 和
(1961年11月18日生)

2003年４月 当社開発部長

2026年３月 当社理事兼Optics AOI Department

マネージャー（現任）

２

※ 1991年３月 当社入社

516株

なか もと よう こ

仲 本 庸 子
(1956年２月13日生)

2016年７月 当社創造エンジニアリング事業部長

2026年３月 当社理事兼クリエイター・ベンチャー

Departmentマネージャー（現任）

（重要な兼職の状況）

Kubotek USA, Inc. CEO（最高経営責任者）

㈱デザイン・クリエィション取締役

３

かく ばり なお みち

角 張 尚 道
(1945年７月12日生)

1979年４月 大阪大学医学部内科医

5,000株
1985年７月 当社取締役

2003年４月 当社取締役事業本部長

2018年１月 当社取締役開発担当（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社
株式の数

４

き むら ふみ ひこ

木 村 文 彦
(1945年８月５日生)

1987年７月 東京大学工学部精密機械工学科教授

-株

1995年４月 東京大学大学院工学系研究科精密機械

工学専攻教授

2009年４月 法政大学理工学部機械工学科教授

2009年６月 東京大学名誉教授（現任）

2021年６月 当社取締役（現任）

（注）1. ※は新任の取締役候補者であります。
2. 取締役候補者仲本庸子氏は、㈱デザイン・クリエィションの取締役を兼務しており、当社と

同社との間には、ソフトウエアの販売等に関する取引関係があります。
3. その他の取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
4. 木村文彦氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であり、東京

証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員でありま
す。

5. 木村文彦氏は、現在当社の社外取締役であり、その就任してからの年数は、本総会終結の時
をもって５年となります。

6. 取締役候補者の選任理由について
前田忠和氏は、長年当社開発部門及び事業部門に携わり、当社事業全般に関し豊富な経験・
実績・見識を有しており、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図れると総合
的に判断したためであります。
仲本庸子氏は、長年当社営業部門及び事業部門に携わり、当社事業全般に関し豊富な経験・
実績・見識を有しており、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図れると総合
的に判断したためであります。
角張尚道氏は、長年当社事業部門に携わり、当社事業全般に関し豊富な経験・実績・見識を
有しており、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図れると総合的に判断した
ためであります。

7. 社外取締役候補者の選任理由及び社外取締役との責任限定契約について
(1) 社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割について

木村文彦氏は、学識経験者としての専門的な知識・経験等を当社の経営に活かしていた
だきたいため、社外取締役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社経営に関与された経験はありませ
んが、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断いたしま
した。
また、同氏には、学識経験者としての幅広い見識を活かし、業務執行者から独立した客
観的な立場で経営を監督する役割を果たしていただくことを期待しております。

(2) 社外取締役との責任限定契約について
当社は木村文彦氏との間に会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が
規定する最低責任限度額となっております。同氏の再任が承認された場合には、当該契
約を継続する予定であります。

以 上
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至 梅田

至 渡辺橋駅

至 難波 至 日本橋

至 天満橋

至 天満橋

日本銀行

大阪市役所

中央公会堂

京阪淀屋橋

(京阪)中之島線
大江橋

(京阪)中之島線
なにわ橋

土佐堀通
京阪北浜

有料
入口

大阪証券取引所ビル
３階
北浜フォーラム

東洋陶磁美術館

至 天六

御
堂
筋

大
阪
メ
ト
ロ
淀
屋
橋

大
阪
メ
ト
ロ
北
浜

堺
筋

Ｐ

株主総会会場ご案内図
会場：大阪市中央区北浜一丁目８番16号

北浜フォーラムＡ・Ｂ・Ｃ室（大阪証券取引所ビル３階）

〈交通〉大阪メトロ（御堂筋線）淀屋橋駅下車・京阪地下道を東へ

徒歩約６分（27号・28号出口直結）

大阪メトロ（堺筋線）北浜駅または京阪電車北浜駅下車

京阪地下道（１Ｂ出口・27号・28号出口直結）

※駐車場のご用意はいたしておりませんので、ご了承のほどお願いいたします。
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